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(57)【要約】
【課題】外部変調レーザーを使用する強化された光伝送
システムを提供すること。
【解決手段】変調器が、所定の波長よりも所定の大きさ
だけ大きい利得ピーク波長において透過性となるように
する、変調器の導波路部分の量子井戸領域の材料組成物
を求める段階と、この求められた材料組成物により変調
器を製造する段階とを含む方法が提供される。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定の出力を有する連続波コヒーレント光ビームを受信する光入力と、該光ビームを伝
送する導波路と、無線周波数信号入力及びバイアス電位に接続され前記導波路内に電界を
生成して前記光ビームが前記導波路を通過するときに前記光ビームを光学的に変調する電
極と、前記導波路に結合され前記変調後の光信号を伝送する光出力とを有する半導体デバ
イスを含む光変調器を動作させる方法であって、該方法は、
　連続波（ＣＷ）コヒーレント光ビームを前記光入力に与える段階と、
　前記半導体デバイスの光吸収特性を変化させる信号によって前記コヒーレント光ビーム
を光学的に変調して、前記導波路が光吸収領域において利得ピーク波長よりも短い波長で
動作するように、バイアス電圧を前記電極に印加する段階と、
を含むことを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記変調器は、光起電力効果による電流を生成し、該電流は、前記変調器から引き出さ
れるか又は取り出される、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記半導体変調器の長さ方向に沿った前記光ビームの方向のキャリア密度を変化させる
ことによって、前記変調器に入射する前記ＣＷ光ビームを光学的に変調して、波長の関数
としての前記光信号利得ピーク波長が、前記ＣＷ光ビームの波長よりも少なくとも１０ｎ
ｍ大きくなるようにする、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記半導体デバイスは、ＩｎＰ半導体導波路構造を備える、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記半導体デバイスは、Ｉ－Ｖ特性の負電流領域で動作する、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記変調器に関連する利得ピーク波長は、前記変調器に与えられる光の波長よりも２０
から４０ｎｍだけ大きい、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記光入力に与えられるコヒーレント光ビームに対する前記バイアスは、０．６から１
．０ボルトの範囲である、請求項５に記載の方法。
【請求項８】
　所定の出力を有する連続波コヒーレント光ビームを受信する光入力と、該光ビームを伝
送する導波路層と、無線周波数信号入力及びバイアス電位に接続され前記導波路内に電界
を生成して前記ビームが前記導波路を通過するときに前記光ビームを光学的に変調する電
極と、前記導波路に結合され前記変調後の光信号を伝送する光出力と、を有する半導体デ
バイスを含む光変調器を製造する方法であって、該方法は、
　前記変調器に与えられる連続波コヒーレント光ビームの波長を定める段階と、
　前記導波路層の所定の様々な組成物に関して波長の関数としての光信号利得を求める段
階と、
　波長の関数としての光信号利得ピーク波長が前記変調器に与えられる連続波コヒーレン
ト光ビームの所定の波長よりも長くなるようにする特定の組成物により前記導波路層を製
造する段階と、
を含む、方法。
【請求項９】
　前記導波路層の光信号利得ピークは、前記変調器に与えられる連続波コヒーレント光ビ
ームの波長よりも２０から４０ｎｍだけ大きい、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　（ａ）電流注入に応じてコヒーレント光出力を生成するための第１の半導体領域と、
　（ｂ）前記第１の半導体領域に隣接して配置され前記第１の半導体領域からチャネルに
よって分離された第２の半導体領域と、
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を含み、前記第２の半導体領域が、前記第１の半導体領域からのコヒーレント光出力を受
信するために光学的に結合された光入力と、前記第２の半導体領域に結合され変調後の光
信号を伝送する光出力と、を有する半導体デバイスを含む光通信用レーザー伝送器を製造
する方法であって、該方法は、
　光出力波長で動作するように前記第１の半導体領域内にレーザー発振器を形成する段階
と、
　前記第１の半導体領域の光ビームからのコヒーレント光出力を伝送するための半導体導
波路構造を前記第２の半導体領域内に形成する段階と、
　量子井戸領域を含む活性層と、無線周波数信号入力及びバイアス電位に接続され前記導
波路構造内に電界を生成して前記光ビームが前記導波路を通過するときに前記コヒーレン
ト光出力を光学的に変調する電極と、を含む光変調器を、半導体導波路構造内に形成する
段階と、
　前記レーザー発振器の出力波長よりも所定の大きさだけ大きい利得ピーク波長において
前記変調器が透過性となるようにする前記量子井戸領域の材料組成物を求める段階と、
　前記求められた材料組成物により前記変調器を製造する段階と、
を含むことを特徴とする方法。
【請求項１１】
　前記変調器に関連する利得ピーク波長は、前記変調器に与えられる光の出力波長よりも
２０から４０ｎｍだけ大きい、請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記導波路構造に対してエレクトロルミネッセンス測定を行う段階をさらに含む、請求
項１０に記載の方法。
【請求項１３】
　前記導波路構造に対するエレクトロルミネッセンス測定は、前記レーザー発振器を製造
する前に行われる、請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　前記レーザー発振器の光出力波長は、前記レーザー発振器内の回折格子によって特定さ
れ、該回折格子は、前記レーザー発振器に関連する利得ピーク波長が、前記変調器領域が
透過性となる利得ピーク波長よりも２０から４０ｎｍだけ小さくなるように形成される、
請求項１２に記載の方法。
【請求項１５】
　前記半導体デバイスは、ＩｎＰ半導体導波路構造を備える、請求項１０に記載の方法。
【請求項１６】
　（ａ）電流注入に応じてコヒーレント光出力を生成するように動作可能なレーザー発振
器を含む第１の半導体領域と、
　（ｂ）前記第１の半導体領域に隣接して配置され前記第１の半導体領域からチャネルに
よって分離された第２の半導体領域と、
を含み、前記第２の半導体領域が、前記第１の半導体領域と同じ組成物を有し、前記第１
の半導体領域からのコヒーレント光出力を受信するために前記第１の半導体領域に光学的
に結合された光入力を含み、前記第２の半導体デバイスが、前記第１の半導体デバイスよ
りも低い第２のバイアス電位で電気的にバイアスされ、情報を含む無線周波数信号源に電
気的に接続され、電流が、前記第２の半導体デバイスで生成されて該第２の半導体デバイ
スから取り出され、該信号によって前記コヒーレント光ビームを光学的に変調するように
構成された半導体デバイスを備えることを特徴とする電気光学装置。
【請求項１７】
　前記第１のバイアス電位は、正のバイアスであり、前記光入力に与えられるコヒーレン
ト光出力に対する前記第２のバイアスは、０．７から０．９ボルトの範囲である、請求項
１６に記載の電気光学装置。
【請求項１８】
　前記半導体領域は、ＩｎＰ半導体導波路構造を備える、請求項１６に記載の電気光学装
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置。
【請求項１９】
　前記第１の半導体領域は、前記変調器に隣接して配置され鏡像関係にある第１の端部領
域及び第２の端部領域を有するＩｎＰ半導体利得構造を備える、請求項１８に記載の電気
光学装置。
【請求項２０】
　前記半導体デバイスは、ＩｎＰ半導体利得構造上に配置された第１の電極と、ＩｎＰ半
導体導波路構造上に配置された第２の電極とを備える、請求項１８に記載の電気光学装置
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の参照
　本出願は、２０１３年３月１４日出願の米国特許出願番号１３／８３１，３３４の一部
継続出願である。
【０００２】
　本発明は、外部変調固体レーザーを使用したアナログ又はデジタル無線周波数（ＲＦ）
信号用光伝送システムに関し、具体的には、このようなレーザーに結合された光変調器に
関する。
【背景技術】
【０００３】
　光電気通信システムは、典型的には、電磁スペクトルの可視領域又は近赤外領域内の周
波数を有する光キャリアを介して、情報をある場所から別の場所に伝送する。このような
高周波数を有するキャリアは、光信号、光キャリア、光ビーム、又は光波信号と呼称され
る場合がある。光電気通信システムは、幾つかの光ファイバーを含み、各光ファイバーは
、複数のチャネルを含む。チャネルは、電磁信号の特定の周波数帯域であり、波長と呼称
される場合がある。同じ光ファイバー内で複数のチャネルを使用する（高密度波長分割多
重方式（ＤＷＤＭ）と呼称）目的は、光ファイバーによって提供される大容量（すなわち
帯域幅）を活用することである。本質的には、各チャネルは、それ自体の波長を有し、全
波長は、重複が防止される程度に分離している。現在では、国際電気通信連合（ＩＴＵ）
規格がチャネル分離を規定している。
【０００４】
　光電気通信システムの一つのリンクは、典型的には、伝送器、光ファイバー、及び受信
器を有する。光伝送器は、レーザーを有し、該レーザーが電気信号を光信号に変換し光信
号を光ファイバーに送出する。光ファイバーは、光信号を受信器に伝送する。受信器は、
光信号を変換して電気信号に戻す。
【０００５】
　アナログ又はデジタル無線周波数（ＲＦ）信号を光ファイバー経由で伝送するための光
伝送器は、直接変調レーザー又は外部変調器に結合された連続波（ＣＷ）レーザーの何れ
かを使用することができる。
【０００６】
　発光ダイオード（ＬＥＤ）又は半導体レーザーのアナログ強度を電気信号で直接変調す
る手法は、音声信号及び映像信号などのアナログ信号を光ファイバー経由で伝送するため
の、最も単純で当業者に公知の方法の中の１つと考えられている。このようなアナログ伝
送技術には、帯域幅要求条件が、デジタル伝送、例えばデジタルパルス符号変調或いはア
ナログ又はパルス周波数変調よりも大幅に緩やかであるという利点があるが、一般的に、
振幅変調を利用することにより、伝送器の雑音及び歪み特性に対して一層厳しい要求が課
せられる。このようなリンクにおける制限因子としては、光周波数変調又はチャープとフ
ァイバー分散との組み合わせに起因する二次的な歪みがある。
【０００７】
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　これらの理由のために、直接変調技術は、典型的には、分散が小さい光ファイバーリン
クが用いられる近距離伝送リンクに適用される１３１０ｎｍレーザーとの関連で利用され
ている。１５５０ｎｍレーザーに直接変調を利用することも可能であるが、この場合には
、チャープ及び分散により生じる歪みは、特定のファイバー距離用に設定されるプレディ
ストータを使用して除去する必要がある。信号を、１つより多い場所に送信する必要があ
る場合又は異なる距離の冗長構成ファイバーリンクを介して送信する必要がある場合など
の幾つかの事例においては、このようなプログラム可能なプレディストータが好ましくな
い場合がある。
【０００８】
　１５５０ｎｍに直接変調を用いた場合のチャープ及び分散に関連する歪みの問題を防止
するために、一般的には、ＣＡＴＶ信号配信などのアナログ光ファイバー通信システムに
おいては、低チャープ外部光変調器を使用して、オーディオ、ビデオ、又はデータ信号な
どの情報又はコンテンツを含む信号を有する光キャリアを振幅変調している。
【０００９】
　従来技術で公知の半導体デバイスとして実装される外部光変調器には、２つの一般的な
形式、すなわちマッハツエンダ型変調器及び電界吸収型変調器が存在する。マッハツエン
ダ型変調器は、半導体デバイスの２つのアーム又は経路に光ビームを分割するものであり
、その１つのアームに位相変調器が組み込まれている。その後、ビームが再結合されて２
つの波面の干渉が引き起こされ、その結果として生じる光ビームが、位相変調アームに印
加される変調バイアス信号の関数として振幅変調される。電界吸収型変調器は、半導体デ
バイスにおける導波路として実装され、該導波路を通過する光ビームの振幅又は強度は、
半導体の導波路領域内のバンドギャップエネルギーを変化させる印加バイアス電界により
導波路内の光吸収スペクトルを変化させることによって変調される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】米国特許第５６９９１７９号明細書
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の目的は、外部変調レーザーを使用する改良された光伝送システムを提供するこ
とである。
【００１２】
　本発明の別の目的は、半導体可飽和吸収体変調を利用した、１５５０ｎｍ外部変調光伝
送システムで使用するための、高出力かつ高線形性の電気光学変調器を提供することであ
る。
【００１３】
　本発明のさらに別の目的は、所定のバイアスを有する外部変調レーザーと、それより低
い電気バイアスを有する光変調器とを使用する、長距離分散型光ファイバーメディアに好
適な高度に線形性の光伝送システムを提供することである。
【００１４】
　本発明のさらに別の目的は、長距離分散型光ファイバーメディアを利用するアナログ光
伝送システムにおいて使用するのに好適な、正電圧負電流特性領域で動作する導波路領域
を有する光変調器を提供することである。
【００１５】
　本発明のさらに別の目的は、広帯域アナログ光伝送システムにおいて電気光学変調器内
の半導体導波路領域にバイアスを印加して、キャリアを伝導帯に励起させ、このキャリア
を電界によって半導体から取り出すための方法を提供することである。
　本発明のさらに別の目的は、半導体材料の利得ピーク波長を推定することによって光変
調器を製造し、かつ、該変調器を、変調器の動作波長が半導体材料の利得ピーク波長の動
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作波長より低くなるように構成された量子井戸領域の材料組成物により製造する方法を提
供することである。
【００１６】
　本発明のさらに別の目的は、変調器が、所定の波長よりも所定の長さだけ長い利得ピー
ク波長において透過性となるようにする量子井戸領域の材料組成物を特定することによっ
て、光変調器を製造するための方法を提供することである。
【００１７】
　本発明のさらに別の目的は、レーザーの回折格子を製造する前にエレクトロルミネッセ
ンス測定を用いて量子井戸領域の材料組成物を特定することによって、光変調器を製造す
るための方法を提供することである。
【００１８】
　本発明のさらに別の目的は、構造体の変調器部分に関連する利得ピーク波長がレーザー
からの光ビームの波長よりも少なくとも１０ｎｍ低くなるようにレーザーの回折格子が製
作された、光変調器一体型レーザーを製造するための方法を提供することである。
【００１９】
　幾つかの実施例又は実施形態は、前述の目的の全てよりも少ない数の目的を達成するも
のであってもよい。
【００２０】
　簡潔的及び概略的には、本開示は、所定の出力を有する連続波コヒーレント光ビームを
受信するための光入力と、該光ビームを伝送するための導波路と、無線周波数信号入力及
びバイアス電位に接続され、該導波路内に電界を生成してビームが導波路を通過するとき
に光ビームを光学的に変調するための電極と、導波路に結合され変調後の光信号を伝送す
るための光出力とを有する半導体デバイスを含む光変調器を動作させる方法を提供するも
のであり、該方法は、連続波（ＣＷ）コヒーレント光ビームを光入力に与える段階と、電
極にバイアス電圧を印加して、半導体デバイスの光吸収特性を変化させる信号によってコ
ヒーレント光ビームを光学的に変調し、導波路が光吸収領域において利得ピーク波長より
も短い波長で動作するようにする段階とを含む。
【００２１】
　幾つかの実施形態では、変調器は、光起電力効果による電流を生成し、該電流が変調器
から引き出される又は取り出される。
【００２２】
　幾つかの実施形態では、半導体変調器の長さ方向に沿った光ビームの方向のキャリア密
度を変化させることによって、変調器に入射するＣＷ光ビームが光学的に変調される。
【００２３】
　幾つかの実施形態では、波長の関数としての光信号利得ピーク波長は、ＣＷ光ビームの
波長よりも少なくとも１０ｎｍ長い。
【００２４】
　幾つかの実施形態では、半導体デバイスは、Ｉ－Ｖ特性の負電流領域で動作する。
【００２５】
　幾つかの実施形態では、変調器に関連する利得ピーク波長は、変調器に与えられる光の
波長よりも２０から４０ｎｍだけ大きい。
【００２６】
　幾つかの実施形態では、光入力にコヒーレント光ビームが与えられた状態におけるバイ
アスは、０．６から１．０ボルトの範囲である。
【００２７】
　幾つかの実施形態では、光入力にコヒーレント光ビームが与えられた状態におけるバイ
アスは、０．７から０．９ボルトの範囲である。
【００２８】
　幾つかの実施形態では、光入力にコヒーレント光ビームが与えられた状態における正味
電流注入又は取出がない場合の変調器接合部電圧は、０．７から０．９ボルトの範囲であ
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る。
【００２９】
　幾つかの実施形態では、光入力にコヒーレント光ビームが与えられた状態における正味
電流注入又は取出がない場合の変調器接合部電圧は、０．８ボルトである。
【００３０】
　別の態様においては、本開示は、所定の出力を有する連続波コヒーレント光ビームを受
信するための光入力と、該光ビームを伝送するための導波路の層と、無線周波数信号入力
及びバイアス電位に接続され、導波路内の電界を生成してビームが導波路を通過するとき
に光ビームを光学的に変調するための電極と、該導波路に結合され変調後の光信号を伝送
するための光出力とを有する半導体デバイスを含む光変調器を製造する方法を提供するも
のであり、該方法は、変調器に与えられる連続波コヒーレント光ビームの波長を特定する
段階と、該導波路の層の所定の様々な組成物に関して波長の関数としての光信号利得を求
める段階と、波長の関数としての光信号利得ピーク波長が変調器に与えられる連続波コヒ
ーレント光ビームの所定の波長よりも長くなるようにする特定の組成物により導波路層を
製造する段階とを含む。
【００３１】
　幾つかの実施形態では、導波路層の光信号利得ピークは、変調器に与えられる連続波コ
ヒーレント光ビームの波長よりも２０から４０ｎｍだけ大きい。
【００３２】
　別の態様においては、本開示は、（ａ）電流注入に応じてコヒーレント光出力を生成す
るための第１の半導体領域と、（ｂ）該第１の半導体領域に隣接して配置され該第１の半
導体領域からチャネルによって分離された第２の半導体領域とを含み、該第２の半導体領
域が、第１の半導体領域からのコヒーレント光出力を受信するために光学的に結合された
光入力と、第２の半導体領域に結合され変調後の光信号を伝送するための光出力とを有す
る半導体デバイスを含む光通信用レーザー伝送器を製造する方法を提供するものであり、
該方法は、光出力波長で動作するように第１の半導体領域のレーザー発振器を形成する段
階と、第１の半導体領域の光ビームからのコヒーレント光出力を伝送するための半導体導
波路構造を第２の半導体領域内に形成する段階と、量子井戸領域を含む活性層と、無線周
波数信号入力及びバイアス電位に接続され導波路構造内の電界を生成して光ビームが導波
路を通過するときにコヒーレント光出力を光学的に変調するように構成された電極とを含
む光変調器を半導体導波路構造内に形成する段階と、レーザー発振器の出力波長よりも所
定の値だけ大きい利得ピーク波長において変調器が透過性となるようにする量子井戸領域
の材料組成物を求める段階と、該求められた材料組成物により変調器を製造する段階とを
含む。
【００３３】
　幾つかの実施形態では、変調器に関連する利得ピーク波長は、変調器に与えられる光の
出力波長よりも２０から４０ｎｍだけ大きい。
【００３４】
　幾つかの実施形態では、本開示は、導波路構造に対してエレクトロルミネッセンス測定
を行う方法を提供する。
【００３５】
　幾つかの実施形態では、導波路構造に対するエレクトロルミネッセンス測定は、レーザ
ー発振器を製造する前に行われる。
【００３６】
　幾つかの実施形態では、レーザー発振器の光出力波長は、レーザー発振器内の回折格子
によって定められ、該回折格子は、レーザー発振器に関連する利得ピーク波長が、変調器
領域が透過性となる利得ピーク波長よりも２０から４０ｎｍだけ低くなるように形成され
る。
【００３７】
　別の態様においては、本開示は、（ａ）電流注入に応じてコヒーレント光出力を生成す
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るように動作可能なレーザー発振器を有する第１の半導体領域と、（ｂ）該第１の半導体
領域に隣接して配置され該第１の半導体領域からチャネルによって分離された第２の半導
体領域とを含み、該第２の半導体領域が、該第１の半導体領域と同じ組成物を有し、第１
の半導体領域からのコヒーレント光出力を受信するために第１の半導体領域に光学的に結
合された光入力を含み、該第２の半導体領域が、第１の半導体領域のバイアス電位よりも
低い第２のバイアス電位のバイアスを電気的に印加され、情報を含む無線周波数信号源に
電気的に接続され、電流が、第２の半導体領域内に生成されて第２の半導体領域から取り
出され、該信号によってコヒーレント光ビームを光学的に変調するように構成された半導
体デバイスを備える電気光学装置を提供する。
【００３８】
　幾つかの実施形態では、第１のバイアス電位は、正のバイアスであり、光入力にコヒー
レント光出力が与えられた状態における第２のバイアスは、０．７から０．９ボルトの範
囲である。
【００３９】
　幾つかの実施形態では、半導体領域は、ＩｎＰ半導体導波路構造を備える。
【００４０】
　幾つかの実施形態では、第１の半導体領域は、変調器に隣接して配置され、鏡像関係に
ある第１の端部領域及び第２の端部領域を有するＩｎＰ半導体利得構造を備える。
【００４１】
　幾つかの実施形態では、半導体デバイスは、ＩｎＰ半導体利得構造上に配置された第１
の電極と、ＩｎＰ半導体導波路構造上に配置された第２の電極とを含む。
【００４２】
　幾つかの実施形態では、第２の電極に印加されるバイアスはゼロである。
【００４３】
　幾つかの実施形態では、第２の電極に印加されるバイアスは、変調器がレーザー信号源
によって励起され、変調器に結合された電極からの電流が注入されないか又は取り出され
ない場合に発生する電圧に対しプラス又はマイナス０．１ボルトである。
【００４４】
　別の態様においては、本開示は、所定の出力を有する連続波コヒーレント光ビームを受
信するための光入力と、該光ビームを伝送するための半導体デバイス内導波路と、半導体
デバイス上に配置され、無線周波数信号入力及びバイアス電位に接続され、導波路内に電
界を生成してビームが導波路を通過するときに光ビームを光学的に変調するための電極と
、該導波路に結合され変調後の光信号を伝送するための光出力とを有する半導体デバイス
を含む光変調器を製造する方法を提供するものであり、該方法は、変調器に与えられる連
続波コヒーレント光ビームの波長を定める段階と、導波路の所定の様々な組成物に関して
波長の関数としての導波路内光信号利得を求める段階と、波長の関数としての光信号利得
ピーク波長が変調器に与えられる連続波コヒーレント光ビームの特定された波長よりも１
０ｎｍより大きい値だけ大きくなるようにする特定の組成物により導波路を製造する段階
とを含む。
【００４５】
　別の態様においては、本開示は、所定の出力を有する連続波コヒーレント光ビームを受
信するための光入力と、該光ビームを伝送するための半導体デバイス内導波路と、半導体
デバイス上に配置され、無線周波数信号入力及びバイアス電位に接続され、導波路内の電
界を生成してビームが導波路を通過するときに光ビームを光学的に変調するようにする電
極と、該導波路に結合され変調後の光信号を伝送するための光出力とを有する半導体デバ
イスを含む光変調器を製造する方法を提供するものであり、該方法は、変調器に与えられ
る連続波コヒーレント光ビームの波長を特定する段階と、開回路状態で変調器のエレクト
ロルミネッセンス測定を行い、導波路内光信号利得を波長の関数として求める段階と、波
長の関数としての光信号利得ピーク波長が変調器に与えられる連続波コヒーレント光ビー
ムの特定された波長よりも１０ｎｍより大きい値だけ大きくなるようにする特定の組成物
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により導波路を製造する段階とを含む。
【００４６】
　別の態様においては、本開示は、（ａ）電流注入に応じてコヒーレント光出力を生成す
るための第１の半導体領域と、（ｂ）該第１の半導体領域に隣接して配置され該第１の半
導体領域からチャネルによって分離された第２の半導体領域とを含み、該第２の半導体領
域が、第１の半導体領域からのコヒーレント光出力を受信するために光学的に結合された
光入力と、第２の半導体領域に結合され変調後の光信号を伝送するための光出力とを有す
る半導体デバイスを含む光通信用レーザー伝送器を製造する方法を提供するものであり、
該方法は、伝送器を動作させるように設計された所定の波長値を規定する段階と、該第１
の半導体領域内にレーザー発振器を形成する段階と、該第１の半導体領域の光ビームから
のコヒーレント光出力を伝送するための半導体導波路構造を該第２の半導体領域内に形成
する段階と、量子井戸領域を含む活性層と、無線周波数信号入力及びバイアス電位に接続
され、導波路構造内に電界を生成して光ビームが導波路を通過するときにコヒーレント光
出力を光学的に変調するように構成された電極とを含む光変調器を半導体導波路構造内に
形成する段階と、開回路状態で変調器のエレクトロルミネッセンス測定を行い、導波路内
光信号利得を波長の関数として求める段階と、所定の波長よりも所定の値だけ大きい利得
ピーク波長において、変調器がコヒーレント光出力に対して光学的に透過性となるように
する量子井戸領域の材料組成物を求める段階と、該求められた材料組成物により変調器を
製造する段階とを含む。
【００４７】
　幾つかの実施形態では、波長の所定の差分は、１０ｎｍよりも大きく、５０ｎｍよりも
小さい。
【００４８】
　別の態様においては、本開示は、（ａ）電流注入に応じて特定の波長の連続波コヒーレ
ント光出力を生成するように動作可能なレーザー発振器を含む第１の半導体領域と、（ｂ
）該第１の半導体領域に隣接して配置され該第１の半導体領域からチャネルによって分離
された第２の半導体領域とを含み、該第２の半導体領域が、第１の半導体領域と同じ組成
物を有し、該第１の半導体領域からのコヒーレント光出力を受信するために第１の半導体
領域に光学的に結合された光入力を含み、該第２の半導体領域が、第１の半導体領域のバ
イアス電位よりも低い第２のバイアス電位のバイアスを電気的に印加され、情報を含む無
線周波数信号源に電気的に接続され、電流が、第２の半導体領域内で生成されて該第２の
半導体領域から取り出されるとともに、信号によって第２の半導体領域に伝送されたコヒ
ーレント光ビームが光学的に変調され、波長の関数としての光信号利得ピーク波長が、変
調器に与えられる連続波コヒーレント光ビームの特定された波長よりも１０ｎｍより大き
い値だけ大きくなるように構成された半導体デバイスを備える電気光学装置を提供する。
【００４９】
　別の態様においては、本開示は、情報を含む無線周波数信号入力と、半導体デバイスと
を備え、該半導体デバイスが、コヒーレント光ビームを光学的に受信するための光入力と
、該無線周波数信号入力に接続され、電流が半導体デバイス内で生成され該半導体デバイ
スから取り出されるようにする変調バイアス電位を有する電極とを有し、信号によって、
コヒーレント光ビームが光学的に変調され、波長の関数としての光信号利得ピーク波長が
、変調器に与えられる連続波コヒーレント光ビームの特定された波長よりも１０ｎｍより
大きい値だけ大きくなるようにする特定の組成物により導波路が制作された光変調器を提
供する。
【００５０】
　別の態様においては、本開示は、情報を含む無線周波数信号入力と半導体デバイスとを
備え、該半導体デバイスが、コヒーレント光ビームを光学的に受信するための光入力と、
該無線周波数信号入力に接続され、電流を半導体デバイス内で生成して該半導体デバイス
から取り出すための変調バイアス電位を有する電極とを有し、信号によって、コヒーレン
ト光ビームが光学的に変調され、波長の関数としての光信号利得ピーク波長が、変調器に
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与えられる連続波コヒーレント光ビームの特定された波長よりも１０ｎｍより大きい値だ
け大きくなるように構成された光変調器を製造する方法を提供する。
【００５１】
　別の態様においては、本発明は、電流注入に応じてコヒーレント光出力を生成するよう
に動作可能なレーザー発振器を含む第１の半導体領域と、該第１の半導体領域に隣接して
配置され該第１の半導体領域からチャネルによって分離された第２の半導体領域とを含む
半導体デバイスを備え、該第２の半導体領域が、第１の半導体領域からのコヒーレント光
出力を受信するために該第２の半導体領域に光学的に結合された光入力を有し、該第２の
半導体領域が、該第１の半導体領域よりも低い第２のバイアス電位に電気的にバイアスさ
れ、かつ、情報を含む無線周波数信号源に電気的に接続されており、電流が、該第２の半
導体領域内に生成され該第２の半導体領域から取り出されるとともに、コヒーレント光ビ
ームが、波長の関数としての光信号利得ピーク波長が変調器に与えられる連続波コヒーレ
ント光ビームの特定された波長よりも１０ｎｍより大きい値だけ大きくなるように光学的
に変調されるようになった、電気光学装置を提供する。
【００５２】
　別の態様においては、本発明は、第１のバイアス電位での電流注入に応じてコヒーレン
ト光出力を生成するように動作可能なレーザー発振器を含む第１の半導体デバイスと、該
第１の半導体デバイスに隣接して配置され、コヒーレント光出力を受信するために該第１
の半導体デバイスに光学的に結合された光入力を有する第２の半導体デバイスとを備え、
該第２の半導体デバイスが、第１の半導体デバイスよりも低い第２のバイアス電位で電気
的にバイアスされ、かつ、情報を含む無線周波数信号源に電気的に接続され、電流が、該
第２の半導体デバイス内に生成されて第２の半導体デバイスから取り出され、波長の関数
としての光信号利得ピーク波長が、変調器に与えられる連続波コヒーレント光ビームの特
定された波長よりも１０ｎｍより大きい値だけ大きくなるように、コヒーレント光ビーム
が光学的に変調される光通信用レーザー伝送器を提供する。
【００５３】
　別の態様においては、本発明は、第１のバイアス電位での電流注入に応じてコヒーレン
ト光出力を生成するように動作可能なレーザー発振器を含む第１の半導体デバイスと、該
第１の半導体デバイスに隣接して配置され、コヒーレント光出力を受信するために該第１
の半導体デバイスに光学的に結合された光入力を有する第２の半導体デバイスとを備え、
該第２の半導体デバイスが、該第１の半導体デバイスよりも低い第２のバイアス電位で電
気的にバイアスされ、かつ、情報を含む無線周波数信号源に電気的に接続されており、電
流が、第２の半導体デバイス内で生成され、コヒーレント光ビームが、波長の関数として
の光信号利得ピーク波長が変調器に与えられる連続波コヒーレント光ビームの特定された
波長よりも１０ｎｍより大きい値だけ大きくなるように光学的に変調されるようになった
光通信用レーザー伝送器を製造する方法を提供する。
【００５４】
　別の態様においては、本発明は、所定の出力を有する連続波コヒーレント光ビームを受
信するための光入力と、該光ビームを伝送するための導波路と、無線周波数信号入力及び
バイアス電位に接続され、導波路内に電界を生成して光ビームが導波路を通過するときに
該光ビームが光学的に変調されるようにするための電極と、該導波路に結合され変調後の
光信号を伝送するための光出力と、を有する半導体デバイスを含む光変調器を動作させる
方法を提供するものであり、該方法は、連続波コヒーレント光ビームを光入力に与える段
階と、該コヒーレント光ビームを光学的に変調し、波長の関数としての光信号利得ピーク
波長が、変調器に与えられる連続波コヒーレント光ビームの特定された波長よりも３０ｎ
ｍより大きい値だけ大きくなるように、電極にバイアス電圧を印加する段階とを含む。
【００５５】
　別の態様では、本発明は、変調器が所定の波長よりも所定の大きさだけ大きい利得ピー
ク波長において透過性となるようにする変調器の導波路部分の量子井戸領域の材料組成物
を求める段階と、該求められた材料組成物により変調器を製造する段階とを含む、光変調
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器の製造方法を提供する。
【００５６】
　幾つかの実施形態では、変調器の動作波長は、１５４０から１５５０ｎｍである。
【００５７】
　幾つかの実施形態では、波長の関数としての光信号利得ピーク波長は、変調器に与えら
れる連続波コヒーレント光ビームの特定波長に比べて２０ｎｍより大きい値だけ大きい。
【００５８】
　幾つかの実施形態では、波長の関数としての光信号利得ピーク波長は、変調器に与えら
れる連続波コヒーレント光ビームの特定波長よりも３０ｎｍ大きい。
【００５９】
　幾つかの実施形態では、変調器の動作波長は、利得ピーク波長より少なくとも３０ｎｍ
だけ低い値である。
【００６０】
　幾つかの実施形態では、変調器の動作波長は、利得ピーク波長より３０から４０ｎｍだ
け低い値である。
【００６１】
　幾つかの実施形態では、変調器の動作波長は、利得ピーク波長より４０ｎｍだけ低い値
である。
【００６２】
　幾つかの実施形態では、レーザー及び変調器は、単一の半導体基板上に一体化される。
【００６３】
　別の実施形態では、レーザーに印加されるバイアス電位は、変調器に印加されるバイア
ス電位よりも低い。
【００６４】
　幾つかの実施形態では、変調器に印加される外部電気バイアス電位は、プラス又はマイ
ナス０．１ボルトである。
【００６５】
　幾つかの実施形態では、変調器は、レーザーからの光ビームによって０．８ボルトのレ
ベルに光学的に励起される。
【００６６】
　別の態様では、変調器は、作動時に光起電力効果による電流を生成し、該電流は、変調
器から引き出される。
【００６７】
　別の態様では、半導体変調器の長さ方向に沿った光ビームの方向のキャリア密度を変化
させることによって、変調器に入射するＣＷ光ビームが光学的に変調される。
【００６８】
　別の態様では、変調器は、ＩｎＰ半導体導波路構造を備える。
【００６９】
　別の態様では、レーザーは、変調器に隣接して配置された鏡像関係にある第１の端部領
域及び第２の端部領域を有するＩｎＰ半導体利得構造を備える。
【００７０】
　別の態様では、レーザーは、ＩｎＰ半導体利得構造上に配置された第１の電極を含む。
【００７１】
　別の態様では、変調器は、ＩｎＰ半導体導波路構造上に配置された第２の電極を含む。
【００７２】
　別の態様では、レーザー及び変調器は、単一の半導体基板上に一体化され、基板内に約
１ミクロンの深さに延びる垂直空隙部が、レーザーと変調器とを電気的に分離させる。レ
ーザー及び変調器は、共通の光導波路によって光学的に結合される。
【００７３】
　当業者であれば、以下の詳細な説明を含む本開示から、並びに本発明を実施することで
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本発明の別の目的、利点、及び新規な特徴を理解できるであろう。好ましい実施形態を参
照しながら本発明を以下に説明するが、本発明はそれらに限定されないことを理解された
い。本明細書の教示に接した当業者は、本明細書に開示されて権利請求される範囲内に含
まれ、本発明が有用性を有する他の分野における別の適用例、変更例、及び実施形態を認
識できるであろう。
【００７４】
　本発明の、これらの及び他の特徴及び利点は、添付図面と併せて考慮し以下の詳細な説
明を参照することによって、よく理解され詳細に認識されるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００７５】
【図１】従来技術において公知の外部変調光伝送システムの例である。
【図２】レーザーに結合された外部変調器の本開示による第１の実施形態である。
【図３】レーザーに結合された外部変調器の本開示による第２の実施形態である。
【図４】従来技術の電気光学的変調器及び本開示による電気光学的変調器の様々な入力電
力に関する、電圧に対する電流の動作特性のグラフである。
【図５】本開示による様々な電流動作レベルでの、変調器入力電力と変調器出力電力との
関係を示すグラフである。
【図６】従来技術で公知のマッハツエンダ型変調器又はＥＡ変調器による様々な動作レベ
ルでの、変調器入力電力と変調器出力電力との関係を示すグラフである。
【図７】波長とモード利得との関係を示し、変調器導波路の所与の組成物に関する利得ピ
ーク波長を示すグラフである。
【図８】波長とモード利得との関係を示し、変調器導波路の設計に関する利得ピーク波長
及び動作可能波長範囲を示すグラフである。
【図９】波長とモード利得との関係を示し、変調器導波路の所与の組成物に関する利得ピ
ーク波長及び選択された動作波長を示すグラフである。
【図１０】波長とモード利得との関係を示し、試料検証用変調器の様々な変調器電流値で
のエレクトロルミネッセンス測定値による利得ピーク波長を示すグラフである。
【図１１】試料検証用変調器の様々な変調器電流値でのエレクトロルミネッセンス測定値
による、電流と利得ピーク波長との関係を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００７６】
　当業者であれば、以下の詳細な説明を含む本開示から、並びに、本発明を実施すること
で、本発明の別の目的、利点、及び新規な特徴を理解できる。好ましい実施形態を参照し
ながら本発明を以下に説明するが、本発明はそれらに限定されないことを理解されたい。
本明細書の技術を利用する当業者は、本明細書に開示され権利請求される範囲内に含まれ
、かつ、本発明が有用性を有する他の分野における別の適用例、変更例、及び実施形態を
理解できるであろう。
【００７７】
　ここで、例示的な態様及びその実施形態を含む本発明の詳細を説明する。同様の参照符
号を用いて同様の又は機能的に類似の要素を識別する添付図面及び以下の説明を参照して
、大幅に簡略化した図面により例示的な実施形態の主要な特徴を示すことが意図されてい
る。さらに、図面は、実際の実施形態のあらゆる特徴又は図示の要素の相対的な寸法を示
すものではないこと、又は縮尺通りではないことが意図されている。
【００７８】
　本明細書全体にわたって「一実施形態」又は「ある実施形態」と言及することは、実施
形態に関連して説明する特定の機能、構成、又は特徴が本発明の少なくとも１つの実施形
態に含まれることを意味する。従って、本明細書全体にわたって様々な箇所で「一実施形
態において」又は「ある実施形態において」という語句を用いることは、その全てが必ず
しも同じ実施形態を参照しているとは限らない。さらに、特定の機能、構成、又は特徴は
、１つ又はそれ以上の実施形態において任意の適切な方法で組み合わせることができる。
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【００７９】
　図１は、オーディオ、ビデオ、データファイル、データベース、その他のデータなどの
情報又は「コンテンツ」が、光伝送器によって光ファイバーリンクを介して遠隔受信器に
伝送され、これらの情報コンテンツが、再生され、表示され、動作され、実行され、或い
は別の方法で利用されるように構成された従来技術の光伝送システムのブロック図である
。この光伝送器は、外部変調器を使用する米国特許第５，６９９，１７９号に示されるよ
うなものとすることができる。伝送器は、全体が１０で示され、光ファイバー経路２０を
介して光信号を遠隔受信器３０に伝送する。該伝送器１０は、連続波（ＣＷ）出力を生成
する半導体レーザー１１を含む。このようなレーザーの典型的な実施例は、１，５５０ｎ
ｍの波長の光ビーム出力を生成する分布帰還型（ＤＦＢ）レーザー又はファブリペローレ
ーザーである。レーザーからの変調されていない光信号は、光ファイバー１２を経由して
変調器１３に結合される。変調器１３は、マッハツエンダ型変調器などの単一の変調器、
カスケード接続されたＭＺ変調器、又はフィードフォワード型リニアライザにおいて見ら
れるような１つより多い変調器とすることができる。
【００８０】
　オーディオ、ビデオ、又はデータなどの情報又はコンテンツを含む信号１４は、最初に
、伝送に適したチャネル又は周波数帯域での広帯域ＲＦ信号、例えば残留側波帯振幅変調
（ＡＭ－ＳＤＢ）ケーブルテレビ（ＣＡＴＶ）又はビデオ信号、或いは、デジタル信号、
例えばデジタル形式でデータを表す直角位相振幅変調（ＱＡＭ）シンボルに変換される。
広帯域ＲＦ信号１５は、端子又はその表面の電極を介して変調器１３に与えられる。さら
に、電気バイアス１６が、変調器１３に印加される。
【００８１】
　ビデオデータを搬送する変調後の光信号は、幾つかの実施形態では、増幅器１７に結合
することができ、この増幅器は、次にファイバーリンク２０に結合される。該増幅器１７
は、典型的には、エルビウム添加光ファイバー増幅器（ＥＤＦＡ）である。増幅された光
信号は、光ファイバー伝送リンク２０を介して受信器３０に伝送される。光ファイバー伝
送リンク２０は、１００ｋｍまで延びる長距離リンクとすることができる。この場合には
、ＥＤＦＡ１７などの線路増幅器が、線路に沿って間隔をもって設けられ信号を所望のレ
ベルに増幅することができる。さらに、増幅器（図示せず）が、受信器３０において設け
られ、入力光信号を増幅することができる。増幅された信号は、その後、光検出器に与え
られ受信器３０においてＲＦ電気信号３１に復調され、このＲＦ電気信号が、元のオーデ
ィオ、ビデオ、又はデータ信号を遠隔地で再生するための端末又はディスプレイに与えら
れる。
【００８２】
　図２は、レーザーに結合された外部変調器を含む本開示による光伝送器の第１の実施形
態である。連続波（ＣＷ）出力を生成する半導体レーザー１１が示される。このレーザー
１１は、バイアス（１）で示される電気バイアスで動作する。レーザーからの変調されて
いない光ビームは、光ファイバー５０又は自由空間伝搬により外部変調器５１に結合され
る。変調器５１は、電極が結合された導波路として構成され、結合バイアス（１）よりも
低いバイアス（２）で表わされる電気バイアスのもとで動作する。幾つかの実施形態にお
いて、バイアス（２）は０．８ボルト、バイアス（１）は１．２ボルトとすることができ
る。幾つかの実施形態において、バイアス（２）は、変調器がレーザー信号源によって励
起され、変調器に結合された電極からの電流が注入されないか又は取り出されない場合に
発生する電圧からプラス又はマイナス０．１ボルトとすることができる。幾つかの実施形
態において、バイアス（２）は、０．７から０．９ボルトの範囲とすることができる。幾
つかの実施形態において、バイアス（２）は、０．６から１．０ボルトの範囲とすること
ができる。
【００８３】
　さらに、情報含有ＲＦ信号５３が変調器５１の電極に与えられ、変調中にこの変調器に
印加される電気バイアスは、バイアス（１）よりも低い状態に維持される。変調器５１に
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印加される電気バイアスは、変調器５１によって吸収されるレーザー１１からのＣＷ光ビ
ームの量を決定する。このようにして、変調器に入射したＣＷ光ビームは、ＲＦ信号５３
によって変更又は変調される。変調された光ビームをファイバー出力５５に伝送するため
の光出力が提供される。
【００８４】
　図３は、レーザーに結合された外部変調器の本開示による第２の実施形態である。図３
のデバイスの設計及び動作は、図２のデバイスと同様であるが、レーザー及び変調器が単
一の一体型半導体デバイスに実装されている点が異なる。より詳細には、注入電流に応じ
てコヒーレント光出力を生成するように動作可能なレーザー発振器を含む第１の半導体領
域１０３と、この第１の半導体領域に隣接して配置され該第１の半導体領域からチャネル
１０５によって分離された第２の半導体領域１０４とを含む半導体デバイス１００が示さ
れる。第２の半導体領域１０４は、第１の半導体領域１０３から放射されチャネル１０５
を通過するコヒーレント光出力を受信するために光学的に結合された光入力を有する。
【００８５】
　第１の半導体デバイス１０３は、上面において、電極１０７により電気的なバイアスが
印加されており、該電極１０７は、外部電気バイアス電位１０６に接続されて電流を領域
１０３に注入する。第２の半導体デバイスは、光入力からの光ビームを伝送するための導
波路の層と、無線周波数信号入力１１０及びバイアス電位１０８に接続され、導波路内に
電界を生成して光ビームが導波路を通過するときに光ビームを光学的に変調するための電
極１０９とを含む。第２の半導体デバイスはさらに、変調後の光信号を外部ファイバー又
は他の光学的構成要素に伝送するために導波路に結合された光出力１１２を含む。電極１
０９に印加されるバイアス電圧は、与えられたＲＦ信号が半導体デバイスの光吸収特性を
変更すること又は変化させることによって導波路内のコヒーレント光ビームを光学的に変
調し、連続波コヒーレント光ビームの光吸収の結果として導波路で生成された電流が半導
体デバイスから取り出されるように適切に選択される。生成されたＲＦ電流及びＤＣ電流
は、それぞれＲＦソース及びＤＣバイアスに吸い込まれる。
【００８６】
　幾つかの実施形態において、レーザー及び変調器は、単一チップのＩｎＰ半導体デバイ
スを備える。レーザーは、変調器に隣接して配置された鏡像関係にある第１の端部領域及
び第２の端部領域を有するＩｎＰ半導体利得構造領域１０３を備えるものとすることがで
きる。第１の電極１０７がＩｎＰ半導体利得構造１０３上に配置され、第２の電極１０９
がＩｎＰ半導体導波路構造１０４上に配置され、半導体構造全体の底面にわたって延びる
ように接地電極１０２が設けられる。
【００８７】
　レーザー及び変調器が単一の半導体基板に組み込まれた実施形態においては、基板内に
約１ミクロンの深さまで延びる垂直空隙部が、レーザーと変調器とを、或いは第１の半導
体領域１０３と第２の半導体領域１０４とを電気的に分離させる。
【００８８】
　別の実施形態においては、レーザー及び変調器は、図２に示すような２つの隣接する別
個の半導体デバイスに実装される。幾つかの実施形態においては、１ミクロンより小さい
幅の空隙部が、レーザーと変調器デバイスとを分離させるようにすることができる。
【００８９】
　第１の半導体デバイス１０３は、上面において、外部電気バイアス電位１０６に接続さ
れた電極１０７により電気的にバイアスされる。第２の半導体デバイス１０４は、第１の
半導体デバイス１０３よりも低い第２のバイアス電位で電気的にバイアスされる。第２の
半導体デバイス１０４における具体的なバイアス印加、及びこのデバイスの電圧対電流の
動作特性を、図４を参照してより詳細に説明する。
【００９０】
　図４は、従来技術の電気光学的変調器のＣＷ光ビーム及び本開示による電気光学的変調
器のＣＷ光ビームの様々な入力電力（すなわち、１０ｍＷ、２０ｍＷ、３０ｍＷ、及び４
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０ｍＷ）に対する、電圧対電流の動作特性のグラフである。従来技術では、電界吸収型変
調器において、導波路は、「従来技術ＥＡ動作領域」で表された点線領域で示されるよう
な負電圧正電流領域で動作するようにバイアスされる。本開示による変調器では、導波路
は、「本開示動作領域」で表された点線領域で示されるような正電圧で高い負の電流領域
において動作するようにバイアスされる。
【００９１】
　印加されるバイアス信号が全く存在しない場合には、ＣＷ光ビームは微量であることに
より変調器で吸収され、そのために、定常状態キャリア密度が変調器内に構築される。こ
のキャリアは、典型的には約１ナノ秒のライフタイムで再結合する。光吸収によって生成
されるキャリアの数と再結合により失われる数とが均衡している場合には、平衡レベルに
到達する。一実施形態では、キャリアレベルが低く、光吸収量が少ない場合であって、キ
ャリア密度が高い場合に、光吸収量が高くなる。バイアス信号が印加されると、キャリア
が変調器から取り出される。これにより、キャリア密度が減少し、変調器の光吸収量が増
加する。具体的には、－１０ｍＡの電流が変調器から取り出されると、光吸収量は、－１
０ｍＡの電流を生成するのに必要とされる量だけ増加する。同様に、－２０ｍＡの電流が
変調器から取り出されると、光吸収量は、－２０ｍＡの電流を生成するのに必要とされる
量だけ増加する。この動作を別の方法で説明すると、ＣＷ光ビームによって生成された半
導体導波路内のキャリアは、伝導帯内に励起され、印加されたバイアス電界によって半導
体領域から取り出される。
【００９２】
　図５は、本開示による変調器に関して、変調器から取り出される電流をパラメータとし
た入力電力と出力電力との関係のグラフを示す。ここに開示する変調器は、ＲＦインピー
ダンスが低く、変調電流源に近づけるようにＲＦ信号を変調（出力電力を０に近い点まで
少なくとも低減）することが可能である。図５から分かるように、この変調器は、実際に
は、デバイスの飽和状態出力を変調する。入力電力を例えば３０ｍＡに固定させて動作さ
せる場合には、正味の効果で光出力電力を変調する。この動作は、取り出された電流に対
応する光量が入力ＣＷ光ビームにより吸収されるように構成された光出力減算デバイスと
同様である。実際には、取り出された電流に対応する光量が吸収された後に、この光吸収
機構が飽和状態となる。
【００９３】
　変調器の図５の動作は、光伝送要素を変調するように構成された従来の変調器とは対照
的である。図６は、ＭＺ又はＥＡ型変調器を用いて発生する事象を示す。この図６でのパ
ラメータは、変調器を介した伝送量である。３０ｍＡに入力電力を固定させると、本開示
の変調器の出力と同様の変調出力が生成される。しかしながら、固定バイアス信号のもと
での入力光電力に対する出力光電力の変化は、本発明の変調器における飽和型の変化とは
対照的に、実質的に線形である。これは、本発明の変調器に含まれる本質的に異なる変調
機構を反映するものである。
【００９４】
　図７は、波長とモード利得との関係を示すグラフであり、このグラフは、変調器導波路
を構成するそれぞれの組成物についての利得ピーク波長を示す。変調器による種々の電流
値に関してモード利得の異なる最大値すなわちピーク値が存在することが分かる。
【００９５】
　図８は、波長とモード利得との関係を示すグラフであり、このグラフは、変調器導波路
の設計に関する利得ピーク波長及び動作可能波長範囲を示す。
【００９６】
　図９は、波長とモード利得との関係を示すグラフであり、このグラフは、変調器導波路
を構成する組成物に関する利得ピーク波長及び選択された動作波長を示す。
【００９７】
　本発明により提案されるデバイスにおいて、変調器区分１０４内の材料は、殆どの場合
、直流で動作する信号源レーザー１０３から入射する光によって励起される。試験が行わ
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れる環境では、ＤＣ電流を、変調器に注入することも変調器から取り出すこともない開回
路状態のもとで変調器を評価することができる。この開回路状態のもとでは、変調器区分
１０４内の材料は、キャリア密度が、この材料が光学的に透過性になるレベル、或いはこ
の材料が正味の光吸収又は利得を示さないレベルの直ぐ下になるように励起される。この
条件の下での変調器の接合部は、約０．８ボルトの順方向バイアスに対応する電圧となっ
ている（太陽電池の開回路電圧と同様）。
【００９８】
　変調器は、開回路バイアス状態で使用される必要はない。電流を注入すること或いは電
流を取り出すことによって変調器にバイアスを印加することができ、前者の場合には、材
料が光学的利得の方に動き、後者の場合には、開回路バイアス状態に比べて光吸収量が増
加する。図７のグラフの曲線における電流値は、異なる電流値のもとでの典型的な利得ピ
ーク波長を示す表示上の値又は代表値を意図したものにすぎず、示されたデータは、実際
の実施において使用される、殆どの場合光学的に励起される本開示の変調器とは異なり、
電気的にのみ励起される試験用試作構造から得られたものである。光学的に励起される場
合の光学的利得曲線を直接測定することはできないが、ここに示されるデータは示唆に富
み、光学的に励起される場合における対応する曲線は、電気的に励起される試験用構造に
おける図７のグラフの曲線と同様に、電流の増加とともに上方向及び左方向に移動すると
信じられる。
【００９９】
　本開示は、変調器の利得曲線に対する信号波長を特定するものではなく、これは、他の
製品設計仕様及び顧客利用環境に依存するものとなる。しかしながら、本開示の一側面は
、光変調器の設計に関する製造方法、及び与えられた動作仕様又は要求条件に対して材料
の波長を特定する方法である。２つの方法が、合理的で、本開示の実施形態となる。その
１つは、フォトルミネッセンス（ＰＬ）ピーク波長を求めることである。この場合には、
材料は光学的に励起され、材料から放射される光スペクトルが、市販のフォトルミネッセ
ンス測定装置によって測定される。この、フォトルミネッセンス（ＰＬ）ピーク波長の測
定値は、利得曲線の測定値と同様ではないが、それらは関連している。例えば、図１０に
提示された利得データに関して使用される材料は、１５７４ｎｍにＰＬピーク波長を有す
るものである。第二の方法は、幾つかの特定の励起条件のもとで、利得曲線のピークを特
定することである。全く励起しないと、利得ピークが全く存在せず、波長の減少とともに
光吸収量が定常的に増加するようになるので、これは、利得ピークを特定するのに適した
実験方法ではない。利得ピークを特定する試みのための別の方法は、幾つかの特定のレベ
ルで利得ピークが存在するまで変調器を励起させることであるが、これは、ＰＬピークに
おけるよりも良好な定義に達するものではないと信じられる。従って、本開示の一実施形
態は、ＰＬ測定を行う段階と、そのようにして求められたＰＬ波長を、材料の特性を定め
る方法に使用する段階とを提供する。動作の観点からは、信号波長がＰＬピーク波長より
低いことが望まれ、これは、ＥＡ変調器における半導体材料設計とは異なるものであり、
ＥＡ変調器では、信号波長が典型的にはＰＬピーク波長よりも大きい。従って、本開示の
一実施形態は、動作波長がＰＬピーク波長より少なくとも１０ｎｍ低くなるように、動作
波長を選択し又は特定する方法を提供する。幾つかの実施形態では、動作波長の選択又は
特定は、ＰＬピーク波長より３０ｎｍ低い動作波長をえるものである。
【０１００】
　図１０は、モード利得と波長との関係を示すグラフであり、このグラフは、試料である
試験用変調器の種々の変調器電流値におけるエレクトロルミネッセンス（ＥＬ）測定値に
よる利得ピーク波長を示す。本開示の一実施形態では、ピーク波長をゼロ電流まで外挿す
ることが、材料の特性を示すのに適切で精密な方法である。図１０に示す事例では、ピー
ク波長は約１５８９ｎｍである。これは、同じ試験用ウエハーに関してピーク波長が１５
７４ｎｍであるＰＬ特性解析結果と同じではない。この材料を用いる動作波長について言
えば、本開示の一実施形態において、好適な波長は、１５４０から１５５０ｎｍの範囲で
ある。本開示の別の実施形態においては、動作波長は、利得ピーク波長より少なくとも３
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０ｎｍ低い値である。本開示のさらに別の実施形態において、動作波長は、利得ピーク波
長より３０から４０ｎｍの範囲だけ低い値である。
【０１０１】
　図１１は、試料である試験用変調器における種々の変調器電流値のもとでのエレクトロ
ルミネッセンス測定値による、電流と利得ピーク波長との関係を示すグラフである。
【０１０２】
　前述の材料特性解析に基づき、本開示の一実施形態において、本開示は、（ａ）電流注
入に応じてコヒーレント光出力を生成するための第１の半導体領域と、（ｂ）該第１の半
導体領域に隣接して配置され該第１の半導体領域からチャネルによって分離された第２の
半導体領域とを含み、該第２の半導体領域が、第１の半導体領域からのコヒーレント光出
力を受信するために該第２の半導体領域に光学的に結合された光入力と、該第２の半導体
領域に結合され変調後の光信号を伝送するための光出力と、を有する半導体デバイスを含
む光通信用レーザー伝送器を製造する方法を提供するものであり、該方法は、伝送器が動
作するように設計された所定の波長値を規定する段階と、第１の半導体領域内にレーザー
発振器を形成する段階と、該第１の半導体領域の光ビームからのコヒーレント光出力を伝
送するための半導体導波路構造を第２の半導体領域内に形成する段階と、量子井戸領域を
含む活性層と、無線周波数信号入力及びバイアス電位に接続され導波路構造内に電界を生
成して光ビームが導波路を通過するときにコヒーレント光出力を光学的に変調するための
電極と、を含む光変調器を、半導体導波路構造内に形成する段階と、所定の波長よりも所
定の大きさだけ大きい利得ピーク波長において変調器が透過性となるようにする量子井戸
領域の材料組成物を求める段階と、該求められた材料組成物により変調器を製造する段階
とを含む。
【０１０３】
　別の態様では、本開示の一実施形態において、本開示は、（ａ）電流注入に応じてコヒ
ーレント光出力を生成するための第１の半導体領域と、（ｂ）該第１の半導体領域に隣接
して配置され該第１の半導体領域からチャネルによって分離された第２の半導体領域とを
含み、該第２の半導体領域が、第１の半導体領域からのコヒーレント光出力を受信するた
めに光学的に結合された光入力と、該第２の半導体領域に結合され変調後の光信号を伝送
するための光出力と、を有する半導体デバイスを含む光通信用レーザー伝送器を製造する
方法を提供するものであり、該方法は、伝送器が動作するように設計された所定の波長値
を規定する段階と、第１の半導体領域内にレーザー発振器を形成する段階と、第１の半導
体領域の光ビームからのコヒーレント光出力を伝送するための半導体導波路構造を第２の
半導体領域内に形成する段階と、量子井戸領域を含む活性層と、無線周波数信号入力及び
バイアス電位に接続され導波路構造内に電界を生成して光ビームが導波路を通過するとき
にコヒーレント光出力を光学的に変調するための電極と、を含む光変調器を、半導体導波
路構造内に形成する段階と、所定の波長よりも所定の大きさだけ大きい利得ピーク波長に
おいて変調器が透過性となるようにする量子井戸領域の材料組成物を求める段階と、該求
められた材料組成物により変調器を製造する段階と、を含む。
【０１０４】
　別の態様では、本開示の一実施形態において、本開示は、（ａ）電流注入に応じてコヒ
ーレント光出力を生成するための第１の半導体領域と、（ｂ）該第１の半導体領域に隣接
して配置され該第１の半導体領域からチャネルによって分離された第２の半導体領域とを
含み、該第２の半導体領域が、第１の半導体領域からのコヒーレント光出力を受信するた
めに該第２の半導体領域に光学的に結合された光入力と、第２の半導体領域に結合され変
調後の光信号を伝送するための光出力と、を有する半導体デバイスを含む光通信用レーザ
ー伝送器を製造する方法を提供するものであり、該方法は、伝送器が動作するように設計
された所定の波長値を規定する段階と、第１の半導体領域内にレーザー発振器を形成する
段階と、第１の半導体領域の光ビームからのコヒーレント光出力を伝送するための半導体
導波路構造を第２の半導体領域内に形成する段階と、量子井戸領域を含む活性層と、無線
周波数信号入力及びバイアス電位に接続され導波路構造内に電界を生成して光ビームが導
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調器を、半導体導波路構造内に形成する段階と、所定の波長よりも所定の大きさだけ大き
い利得ピーク波長において変調器が透過性となるようにする量子井戸領域の材料組成物を
求める段階と、該求められた材料組成物により変調器を製造する段階と、を含む。
【０１０５】
　本発明の幾つかの具体的な実施形態を実施例とともに詳細に説明したが、前述の実施例
は、例示的であることを意図するにすぎず、本発明の範囲を限定するものではないことを
、当業者は理解されたい。前述の実施形態は、特許請求の範囲によって定められる本発明
の範囲及び思想から逸脱することなく変更できることを理解されたい。
【符号の説明】
【０１０６】
１００　半導体デバイス
１０２　接地電極
１０３　第１の半導体領域
１０４　第２の半導体領域
１０５　チャネル
１０６　バイアス１
１０８　バイアス２
１０７、１０９　電極
１１０　無線周波数信号入力
１１２　光出力

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】
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【図９】 【図１０】

【図１１】
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【手続補正書】
【提出日】平成26年5月14日(2014.5.14)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定の出力を有する連続波コヒーレント光ビームを受信する光入力と、該光ビームを伝
送する導波路と、無線周波数信号入力及びバイアス電位に接続され前記導波路内に電界を
生成して前記ビームが前記導波路を通過するときに前記光ビームを光学的に変調する電極
と、前記導波路に結合され前記変調後の光信号を伝送するための光出力と、を有する半導
体デバイスを含む光変調器を動作させる方法であって、該方法は、
　連続波（ＣＷ）コヒーレント光ビームを前記光入力に与える段階と、
　前記半導体デバイスの光吸収特性を変化させる信号によって前記コヒーレント光ビーム
を光学的に変調して、前記導波路が光吸収領域において利得ピーク波長よりも短い波長で
動作するように、バイアス電圧を前記電極に印加する段階と、
を含むことを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記変調器は、光起電力効果による電流を生成するものであり、該電流は、前記変調器
から引き出されるか又は取り出される、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記変調器の長さ方向に沿った前記光ビームの方向のキャリア密度を変化させることに
よって、前記変調器に入射する前記ＣＷ光ビームを光学的に変調し、波長の関数としての
前記光信号利得ピーク波長が、前記ＣＷ光ビームの波長よりも少なくとも１０ｎｍだけ大
きくなるようにする、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記半導体デバイスは、ＩｎＰ半導体導波路構造を備える、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記半導体デバイスは、Ｉ－Ｖ特性の負電流領域で動作する、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記変調器に関連する利得ピーク波長は、前記変調器に与えられる光ビームの波長より
も２０から４０ｎｍだけ大きい、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記光入力に与えられるコヒーレント光ビームに対する前記バイアス電圧は、０．６か
ら１．０ボルトの範囲である、請求項５に記載の方法。
【請求項８】
　所定の出力を有する連続波コヒーレント光ビームを受信する光入力と、該光ビームを伝
送する導波路層と、無線周波数信号入力及びバイアス電位に接続され前記導波路内に電界
を生成して前記ビームが前記導波路を通過するときに前記光ビームが光学的に変調される
ようにする電極と、前記導波路に結合され前記変調後の光信号を伝送する光出力とを有す
る半導体デバイスを含む光変調器を製造する方法であって、該方法は、
　前記変調器に与えられる連続波コヒーレント光ビームの波長を決定する段階と、
　前記導波路層の所定の様々な組成物に関して波長の関数としての光信号利得を求める段
階と、
　波長の関数としての光信号利得ピーク波長が前記変調器に与えられる連続波コヒーレン
ト光ビームの所定の波長よりも大きくなるようにする特定の組成物により前記導波路層を
製造する段階と、
を含むことを特徴とする方法。
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【請求項９】
　前記導波路層の光信号利得ピークは、前記変調器に与えられる連続波コヒーレント光ビ
ームの波長よりも２０から４０ｎｍだけ大きい、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　（ａ）電流注入に応じてコヒーレント光出力を生成するように動作可能なレーザー発振
器を含む第１の半導体領域と、
　（ｂ）前記第１の半導体領域に隣接して配置され前記第１の半導体領域からチャネルに
よって分離された第２の半導体領域と、を含み、前記第２の半導体領域が、前記第１の半
導体領域と同じ組成物を有し、前記第１の半導体領域からのコヒーレント光出力を受信す
るために前記第１の半導体領域に光学的に結合された光入力を含み、前記第２の半導体デ
バイスが、前記第１の半導体デバイスよりも低い第２のバイアス電位で電気的にバイアス
され、情報を含む無線周波数信号源に電気的に接続されて、電流が、第２の半導体デバイ
ス内で生成され該第２の半導体デバイスから取り出され、該信号によって前記コヒーレン
ト光ビームが光学的に変調されるように構成された、半導体デバイスを備えることを特徴
とする電気光学装置。
【請求項１１】
　前記第１のバイアス電位は、正のバイアスであり、前記光入力に与えられるコヒーレン
ト光出力に対する前記第２のバイアスは、０．７から０．９ボルトの範囲である、請求項
１０に記載の電気光学装置。
【請求項１２】
　前記半導体領域は、ＩｎＰ半導体導波路構造を備える、請求項１０に記載の電気光学装
置。
【請求項１３】
　前記第１の半導体領域は、前記変調器に隣接して配置され鏡像関係にある第１の端部領
域及び第２の端部領域を有するＩｎＰ半導体利得構造を備える、請求項１２に記載の電気
光学装置。
【請求項１４】
　前記半導体デバイスは、ＩｎＰ半導体利得構造上に配置された第１の電極と、ＩｎＰ半
導体導波路構造上に配置された第２の電極とを備える、請求項１２に記載の電気光学装置
。
【請求項１５】
　前記導波路層の光信号利得ピークは、前記変調器に与えられる連続波コヒーレント光ビ
ームの波長よりも２０から４０ｎｍだけ大きい、請求項１２に記載の電気光学装置。
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